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I.ア フ リ力開発 への 日本 の 国際協 力 の哲学

図-1は,欧 米のグローバ リゼー ションを俯瞰 した も

のである。この500年 の欧米による世界制覇 と新世界の

開発は欧米への富の蓄積 と,そ れをベースにした欧米科

学技術の発展 をもたらした。 日本は欧米科学技術の 「恩

恵」 を最大限に受けて 「経済大国」になったが,同 時に

「農林業の荒廃」 と 「精神文化的危機」 も現在,顕 在化

している。欧米のグローバ リゼーションは,先 進諸国に

豊かで便利な生活をもたらしたが,一 方でアフリカを含

む全世界の社会 と自然の大規模な消費(奴 隷や植民地)

を伴った。新世界の欧米化,2度 にわたる世界大戦 とそ

の戦後処理の押 し付けとしての中東危機,そ して地球環

境の危機 ももたらした。図-1は,500年 間の歴史的貸借

(負債)を 示す図とも読める。イスラエルが3000年 前の

歴史に基づいて建国されて しまった現在,欧 米諸国はこ

の500年 間の歴史的負債の返還請求にどう対処するので

* TICAD III: 第3回 東 京 ア フ リ カ 開発 会 議(2003)

** APEC: Asia -Pacific Economic Cooperation

図-1 グ ロ ー バ リ ゼ ー シ ョ ン の 歴 史 的 展 望

あろうか。日本 は,TICADIII(第3回 東京 アフリカ開

発会議,2003年)で どの ような国際貢献 を提案すべ き

なのであろうか。

本報では,日 本の国際貢献のひとつの柱 として,森 と

水田のエコテクノロジーによる,ア フリカと日本および

地球再生計画を提案 したい1～3)。水 と森の環境技術はア

フリカの食料環境危機 を救うだけでなく,農 林業の荒廃

と深 く関わっている現在の 日本社会の精神文化危機がア

フリカの人々 との交流により救われることも期待 した

い。

II.西 ア フ リカの主 な稲作 地 の概 況

図-2に,1986年 から2001年 にかけて筆者が調査 した

西アフリカの主な稲作地(黒 点は土壌を採取してその肥

沃度 を調査 した地点)を 示す4)。表-1に は,久 馬・川口5)

による熱帯アジアと日本の水田土壌 との比較結果を示 し

た。表-1か ら,窒 素肥沃度 は熱帯アジアと大差 はない

が,リ ン酸や各種塩基状態は極めて低 く,砂 質でかつ粘

土の活性も低いこと,強 度の風化溶脱に加えて人為的な

土壌劣化が進んでいること,ま たイオウや亜鉛など微量

要素の欠乏土壌 も広範に分布 していることなどがわか

る。

アフリカ稲の栽培に始 まる西アフリカの伝統的稲作 は

各種雑穀や陸稲栽培の延長として行われてお り,水 田稲

作技術は定着 していない。森林を破壊する焼畑だけでな

く,低 地における非水 田的稲作 も土壌 の劣化を促進 し

て,自 然環境条件 ともあいまって,世 界的に見て も極め

て劣悪な土壌が分布 している。

III.Sawah(水 田)コ ンセ プ トの導 入 とア フ リ

力型水 田農 業 の オ ンフ ァーム試 験研 究

劣化 した西アフリカの小低地集水域の生態環境 を修復

しながら農業生産 も向上させる方策を探る目的で,1986

†島根大学生物資源科学部
キーワード 谷 地 田農法,水 田仮説,エ コテク ノロ ジー型 開

発,谷 地 田水 田 開発,西 ア フ リ カ,参 加 型 開

発,内 陸小低 地,陸 稲 栽培
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*数字番号は稲作地,○ で囲んだ地点は日本が関連 した

主な水田開発プロジェクト地,・は肥沃度調査地点

図-2西 ア フリカの主 な稲作 地 調査 マ ップ(1986～2001)

表-1西 ア フリカ内 陸小 低 地お よび氾 らん原土壌 表 土の平 均肥 沃度3,5,6)

(熱帯 アジ ア と日本 の水 田土壌 と比 較 して示 した)

年以来,ナ イジェリア中部のギニアサバ ンナ帯にあるビ

ダ市付近のベンチマーク集水域(図-2の(15)の 地点)で,

内陸小低地における水田農業のオ ンファーム実証試験

を,農 民参加のもとで継続 している3,6)。この結果,水

田を整備 して適切に管理すれば,現 行 の高収量品種 に

よって5～6t/haの 収量 を得 るこ とも困難ではない"こ

と,ま た,水 田の整備によって劣化 した集水域の修復 も

可能であることを示 した。

一方,西 アフリカでは水田を適切 に表現する言葉と概

念がない。稲=paddyと 水田paddyが 混同されている

ため,誤 解が多い。paddyは マ レーイ ン ドネ シア語起

源で,植 物としての稲 を意味する。もともと水田文化 を

もたない欧米人は稲 を表すpaddyをpadiか ら拝借す る

だけで事足れ りとしたのは理解できるが,水 田農業の重

要性 をよく認識 しているはずの我 々が,paddy,paddy

field,paddy soilを 「水田」,「水田地」,「水田土壌」 と

思い込んで使っても,西 アフリカでは「籾」,「陸稲畑」,

「陸稲土壌」 として理解 されることが多い。英仏語 はす

でにpadi由 来のpaddyを 使用 しているので,水 田を表

す世界共通用語としては同 じくマ ーレーイン ドネシア語の

sawahを 提案 したい7)。

IV.ア フ リカ にお け る水 田農 業 開発 に関 す る

これ までの 国際協 力

西アフリカでは,過 去30年 間に米が280%増 産され,

トウモロコシ170%,ソ ルガム170%,ミ レッ ト150%

の増 産率 を遥か に凌駕 した。米 以外 で人口増加率 の

200%以 上の増産を示 したのは,キ ャッサバの240%だ

けであった。 しかしこの米増産は,主 として陸稲 の拡大

による森林環境破壊型の増産であった。環境の悪化を防

止するためには,畑 作的な稲栽培に代わる持続可能な水

田開発が必要であるが,問 題はモンスー ンアジアを起源

とする水田農業を,生 態環境や文化的,歴 史的,社 会経

済的条件の異なる西アフリカの地にいかに展開するかに

ある。 これまで台湾1)や日本のODAに よる水田農業技

術移転のための協力は種 々実施されてきたが,現 在灌漑
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表-2 西 アフ リカにお け る大 規模,小 規模,在 来の焼 畑稲作 技術 お よびエ コテク ノロ ジー型水 田 開発

(谷地 田農法)に 関 わる造成 費,経 済性,維 持管 理,農 民 の参加 意欲,持 続性 等の比 較

水田の拡大は頓挫 してい る。問題は,仮 に5t/haの 収

量を実現 したとしても,米 の販売価格1,000ド ル/ha程

度では1ha当 たり2～3万 ドルもす る開発費をまかなえ

ないことにある。表一2に示 したように,過 去 の大規模

灌漑方式はもちろんのこと,現 在の主流である小規模灌

漑方式でもこの問題は解決できていない。3,000ド ル程

度の開発費で,か つ3～5t/haの 米収量を実現できる新

しい開発方式 と農法が必要 となる。

V. 農 民参加 によるアフ リカ型谷 地 田総合 開発

―エコテクノロジー型谷地田水田開発方式(谷 地

田農法)の 提案―

1. 背 景

西 ア フ リ カ の 稲 作 振 興 に つ い て は,過 去30年

WARDA(西 アフリカ稲作開発協会,本 部ボアケ,コ ー

トジボワール国)を 中心 に,こ の地域の伝統的稲作は陸

稲面積が80%以 上であることから,陸 稲作中心の品種

改良や農業 システム改良のための研究と普及活動が継続

してきたが,見 るべ き成果は上が らなかった。最近の

WARDAの 研究の重要 な成果であるNERICA(ア フリ

カ稲 とアジア種の種間雑種;New rice for Africa)は,

陸稲重視 という過去のWARDAの 研究戦略の延長線上

にある。一方,持 続可能な灌漑水田開発のための研究は

ほとんど行われてお らず,こ の地で自立的展開が可能な

新規の灌漑水田開発方式は,現 在確定していない(表一2)。

2.4 つのキーコンセプ ト

(1) 水田仮説と緑の革命 と砂漠化 熱帯アフリカで

緑 の革命が可能でないのは,土 壌の肥沃度が低 く,ま

た,干 ばつ害を受けやすいという土 と水環境の厳 しさが

基本にあり,一 方,既 に述べた歴史的理由により持続可

能な伝統農業の発達が妨げられて きた ことが背景 にあ

る。か くして,熱 帯アジアの水田農業システムのような

集約的で持続可能な低地利用農業の展開がな く,農 民に

も土と水を保全利用する環境技術が普及 しなかった。低

地水 田システムは以下に述べ る理 由により,畑 作の10

倍以上の持続的生産性があるが,こ の低地水田技術が一

般的でないためアップランドの広大な森林 を破壊する焼

畑移動耕作に頼ることになり,こ れがさらに集水域の生

態環境 を劣化させるという悪循環に陥っている8)。

(2) 集水域の森 と低地水田システムを統合する地質

学的施肥理論 図-3は,集 水域における森林 と低 地水

田システムの関係を示す概念図である。豊かな森林にお

ける肥沃な表土の生成と侵食,侵 食表土の低地における

堆積が低地水田土壌 となる。これは,森 林における水の

保全 と集水域の水循環がもた らす持続的な 「集水域 アグ

ロフォレス トリーシステム」で生態工学技術(エ コテク

ノロジー)で あ り,集 水域の地質学的施肥プロセスを強

化する。その結果,堪 水栽培による窒素固定や リン酸の
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図-3 集水域 にお ける森林 と水 田 システムの関係 を示す概 念図

有効化等 との相乗作用 により,1haの 水田の持続的生

産力は10～15haの アップランドの畑作地に相当するほ

ど強化される(水 田仮説)。

(3) エコテクノロジー型開発とオンザジ ョブ トレー

ニング 農民たちによる水田システムの自立的開発と利

用技術は現地の生態環境に依存する技術であ り,現 地の

社会経済文化的システムと調和可能であり,生 物生産性

の向上 と生態環境の保全や修復 を可能にする技術であ

る。これは,農 学と生態学 と工学技術を統合したエコテ

クノロジー型開発である。

従来型のODA方 式による水田システムの開発では,

無償や円借款等により,外 国技術者たちが堰や水路や水

田システムをレイアウトし,造 成 して,灌 漑水田システ

ムを完成させる。次いで,JICAの 技術協力によ り水 田

営農の技術移転を行 うという,い わば新車作 り(水 田シ

ステム開発)の 技術移転 は

せず,新 車の運転管理(水

田稲作営農)の みの技術移

転に留 まっていた。 この地

域の水田開発の 自立的展開,

が可能でなかったのはこの

ためである。谷地田という

簡単に開発できる小規模低

地 を当面の ターゲットとす

ることにより,日 本の第一

次列島改造時代(紀 元前1

～2世 紀)に おける水田開

発 と同様9),農 民主体で自

立的開発をオンザジョブ ト

レーニ ングとして実施す

る。これにより,水 田の開

発費用 は現在 のha当 た り

3万 ドルからその10分 の1

まで下げることができる。

(4) 農民参加による研究開発訓練および普及の一体

的実施 多様な地域の地形や水土条件 に適合する水田シ

ステムの研究と開発への農民グループの参加により,現

地環境に適 した堰や水路や養魚池造 りの試行,各 種水田

における稲作の試行,品 種の選択や施肥試験への参加等

を行 う。ローンベースの谷地田農法の実施にあたっては

農民グループとの対話によりアイデアの汲み上げや,合

理的な資金利用や返済計画等を策定する。開発資金の回

収 により技術の普及とともに,開 発資金 も回転でき,参

加農民グループを持続的に増加 させることも可能にな

る。

3. 農民参加 による各種水田の実証試験

1996年 か らは,ナ イジェリアに加 えてガーナのクマ

シ付近の森林移行帯集水域をもベ ンチマークサイトとし

(図-2の35の 地点),国 際協力事業 団(JICA)支 援 に

よる研究協力プロジェクトを実施 した(図-4, 5)。植生,

土地利用,と りわけ水分動態の基礎データを踏まえ,多

様な地形,土 壌,水 条件に適合する種 々の水田(天 水田

型,湧 水利用型,小 型ポンプ利用型,簡 易堰利用型)の

造成と水稲の栽培 を農民参加 により試行 した。表―3に

開発費用を比較 したが3,000～7,000ド ルの範囲にあっ

た。最 も開発費用が低い と見積 もられたBiemso No.1

の村 と水田システムの自立的展 開の様子を図―6に示 し

た。約10名 よりなる農民グループは耕 うん機1台 で年

間1haを 開田 し,2001年 度JICAプ ロジェク トは終了

したが,農 民たちは自発的に開田を進めた。3年 間で約

* T 1～T 11ま では集水 域 の土地 利用,土 壌 と水条件

をモニ タリング調査 した トラ ンセ ク トラインを示 す。

図-4 ガーナ 国 アシ ャ ンテ地 方の集 水域 をベ ンチ マー クサ イ トとした国際 協力 事 業 団研 究

協力 「農民参 加 に よる谷地 田総合 開発,1997～2001年 」 プ ロジェ ク トサ イ ト
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表-3 水 田の造成 費用 の推 定(ha当 た りの ドル換算 で示 した)

Note: 農機 具 コス ト(ポ ンプと耕転機 の耐 用年 数は5年 とす る)

1. 耕 款機 →$4,000〆5ha →$800/ha

2. 小 型ポ ンプ →$500/5ha →$100/ha

3. 維 持管 理費 は購 入費 の20%と す る →$900/5years →Sl80/ha

総額 $1.080/ha

*Gs, Rs, B2s, As, Ns, Ps, B 1sの 位 置は図-4, 5に 示 し,試 行 的 に開発 した各種 水田 であ る。 開発 総費用 は地 形測量 に基づ

く土 の移 動量 と実際 の試行 の際 に要 した人件 費(人 ・日)の 平均 値に耕 耘機 等の機 具類 コス トを加 え て推 定 した即

図-5 ベ ンチ マ ー ク集水 域 にお け る各種 のパ イ ロ ッ ト水 田

造 成 トラ イァ ルサ イ ト

(Ds(Gs)は 集水域 面積60 haのDanyame (も し くはGold valley)集

水域 の低地 に造成 した。Rs(Ans)は 集水域 面積500 haのRice valley

サイ ト。AsはAfreh氏 所 有で ポ ンプ灌漑 サ イ ト。NsはNicolas氏 所 有

で泉利用 の灌漑サ イ ト。Psは 集水 域面 積約2000 haのPotrikurom村 の

低地に造成 し,堰 とポ ン プ併用。B 1 sは 集水 域 面積9000haのBiemso

No.1村 の低 地に造成。B 2sはBiemso No.2村 の低地 に泉 と地下水 を利

用 するポ ンプ灌漑水 田を造 成)

3. 3 ha開 田 し,2002年3月 の 米 生 産 は15t,総 売 上 は

4,600ド ル 相 当 で あ っ た 。

4. 谷 地 田 農 法 の 提 案

そ の 結 果,農 民 グ ル ー プ へ の ロ ー ン を 基 本 と す る1

ha当 た り3,000～4,000ド ル の 費 用 で,3～5t/haの 収

量 を 確 保 し,自 立 的 展 開 の 可 能 な 新 し い 「エ コ テ ク ノ ロ

ジ ー 型 水 田 開 発 方 式 」が 成 立 す る こ と を 実 証 し た(表 一4)。

実 証 し た 谷 地 田 農 法 の 今 後 に つ い て は,以 下 の よ う な

展 開 が 可 能 で あ る 。

(1) KR2食 料 増 産 援 助 物 資 で あ る 耕 う ん 機,肥 料,

農 薬 等 の 農 民 グ ル ー プ へ の 供 与 と 谷 地 田 農 法 に よ る

水 田 開 発 方 式 は 結 合 し て 新 し い 農 業 開 発 方 式 に な

図-6 Biemso No.1村 に お け る 農 民 の 自主 的 開 田

(C 1～C 10は 地形測量を行 った トランセク トライ ン。川水 と平 行す る方

向 の低 地の勾 配 は0～0.2%,川 水 を横切 る方 向の 勾 配は0.2～1%あ

り,水 路 よ り上 の アップ ラン ドで は勾配 は数%以 上 にな る。約10人 よ

りなる農民 グループ は1999年 か ら2001年 にかけて着実 に 自主 的開 田を

行 った、,この簡易堰小水路 水旧 システムの 開田ポテ ンシャルはC 7以 降

で約10ha程 度ある)

る 。

(2) こ の 谷 地 田 農 法 の 十 分 な 技 術 移 転 が 実 施 さ れ れ

ば,ア フ リ カ 開 発 銀 行 や 国 際 開 発 銀 行 等 の ロ ー ン案

件 と し て,ア フ リ カ に お い て は は じ め て の 自 立 的 な

水 田 農 業 開 発 プ ロ グ ラ ム と な り 得 る 。

農土誌 70 (11) 1003
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表-4 ロー ンベ ース の 自立 的展 開が可 能 な

ア フ リカ型 谷地 田農 法の提 案

1. 水 田開 発 ユ ニ ッ ト(農 民10人)の 参加 を募 る

2. 6,000 USド ル の ロ ー ン 設 定:4,000 USド ル→ 耕 耘

機,1,000 USド ル→ 農 具購 入,灌 漑 施 設 造 成 資 材,灌 漑

用 ポ ン プ,1,000 USド ル→ 運 転 用(肥 料,殺 虫 ・殺 菌 剤,

部 品燃 料 等)

3. 無 料の 技 術 支援(た だ し,開 田,耕 作 は参 加 農民 が す べ て

行 う)

1～5年:/ha/年 の 開 田,計5ha。 こ の 間 返 済 は 無 し。10

年 で10haの 開 田 を 目標 とす る 。

6年 ～:利 息5%で 返 済 開 始 。1,380ド ル/年 の 返 済

で,5年 で完 了。

4. 初 年 度 ～6年 目:水 田等 の 収 入1,300～7,500ド ル に増 加

(3～5t/haの 収量)

5. 6年 目以 降:7,500ド ル-1,380ド ル(返 済 分)=5,000ド

ル 程 度(純 利益)

6. 5年 目で 耕 うん機 の 更新 。 支 払 い は さ らに5年 後 。

7. 6年 目以 降 も開田 は 継続 二1戸1ha開 田 す れ ば 年 間 の 収 入

は1,000ド ル/1戸 に な る、、

8. 収 入増 を背 景 に多 目的樹 種 の植 林,養 魚 を行 う。

9. 上 記 方式 が軌 道 に乗 れ ば 開 田 費 用 の 回収+森 林 拡 大 に よ

る地球 温 暖 化防 止 ビジ ネ ス も可 能 。

VI. お わ り に

2002年7～8月,JICA/国 際 開 発 セ ン タ ー の 西 ア フ リ

カ稲 作 調 査 団 の 一 員 と し て,ガ ー ナ,ナ イ ジ ェ リ ア,

コ ー トジ ボ ワ ー ル,ギ ニ ヤ等 の稲 作 を再 調 査 した 。

過 去15年 で西 ア フ リ カ の年 間 稲 作 付 面 積 と年 間 籾 生

産 量 は263万haか ら467万ha,359万tか ら745万t

に 倍 増 した 。 そ の増 産 要 因 の半 分 は,稲 作 農民 の 自助 努

力 に よ る小 低 地 に お け る草 の根 型 の 開 田 の 進展 に よ る も

の と考 え ら れ た 。堰 や 水 路 な しで も小 型 ポ ンプ の 利 用,

湧水 の 利 用,地 形 面 利 用 の ウ ォー ター ハ ー ベ ス ト,木 と

土 な どの 簡 単 な堰,川 水 の直 接 イ ン タ ー セ プ ト水 路,手

作 業 に よ る均 平 化,い ろ い ろ な形 態 とサ イ ズ の 畦 が 見 ら

れ る 。 ま た,灌 漑水 田の 拡 大 は 頓 挫 して い る の で は な く

て23万haか ら62万haへ と着 実 に 増 加 して い る こ と

も明 らか に な っ た 。 い ろ い ろ な レベ ル の水 制御 を しなが

らの 水 田稲 作 が 今,西 ア フ リ カ全 土 に 一斉 に 開 花 しつ つ

あ る。 こ の よ うな 自助 努 力 に 日本 の 技 術 協 力 が 組 み 合 わ

され ば,現 在 の60万haの 灌 漑 水 田 の 面 積 を 短 期 間 に

倍 増 させ る こ と も可 能 で あ る 。ODAに 関 わ っ て きた 日

本 の コ ンサ ル タ ン トや 建 設 会 社 は,こ れ ま で の よ う に

ha当 た り数 万 ドル の コ ス トで10Ｑ ～1000 haの 開 田 をす

る 方 式 か ら,ha当 た りの コ ス トを10分 の1に 下 げ て,

数1000～ 数 万haの 開 田 に 挑 戦 で き る,新 しい コ ス トエ

フ ェ ク テ ィ ブ な 方 式 を生 み 出 して ほ しい。
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5.SSA地 域 における食料問題 と灌瀧 ・農村開発の展望

北村 義信 ・矢野 友久

サブサハ ラ ・アフリカ(以 下,「SSA地 域」)で は,急 速 な人

口増加 と頻発する干ばつによ り,食 料不足 は年 々増加 の傾向に

あ り,輸 入 と食料援助に頼 る傾向をます ます強 くしている。こ

の ことが,SSA地 域の恒常的な貧困と経済の不安定,社 会不安

をもた らし,さ らなる人口増加 と土地劣化 に拍 車 をか けてい

る。この地域 における食料の確保 と貧困の緩和のためには,安

価 で効率の よい小規模 な灌概施設の整備が前提 となる。 このた

め,人 口増加 に見合 う食料確保 の観点か ら,地 域 内における灌

概政策案を提案 した。降雨依存農地 において は,ウォーターハ ー

ベステ ィングなど小規模な水土保全対策 を,流 域単位で展 開し

てい くことの重要性 を強調 した。

(農土誌70-11,pp.23～27,2002)

キーワー ド サ ブサハ ラ ・ア フ リ カ(SSA),食 料 の安 定 供 給,灌 概

開発,水 土 の保全 ・管理,ウ ォー ターハ ーベ ステ ィ ング,

ネ リカ米

6.国 際農林水産業研 究センターのアフ リカにおける共同研 究

濱田 浩正

国際農林水 産業研 究セ ンター(JIRCAS)は,開 発 途上国 との

研究協力を通 じて世界の食料 ・環境問題 の解決に貢献すること

を 目的 として研究を実施 している独立行政法人である。JIRCAS

の研究重点地域の一つ に,貧 困問題の解決 を目指 しているアフ

リカがある。

JIRCASで は研究協力 を通 じて問題の解決 を図ることか ら,

途上国の研究機関との連携が不可欠であ る。本報では,JIRCAS

のアフ リカにおける研究を連携協力機関別に紹介する。

(農土誌70-11,pp.29～31,2002)

キーヴード アフリカ,国 際農林水産業研究センター,国 際農業研究

協議グループ,国 際肥料開発センター,マ リ国農村経済

研究所,国 際昆虫生理生態学センター

7.西 アフリカにおける自立的展開が可能な小規模谷地 田開発

若月 利之

過去30年,西 ア フリカの5穀 の中で米は280%増 産 し,唯

一人口増加率を凌駕 した。消費 も急増 したので輸入 もまた増加

した。 しか しこの増産は,森 林破壊 と陸稲 の拡大による環境破

壊 型の増産であった。陸稲 に代わる持続可能 な水田開発が必要

であるが,水 田の拡大 は現在頓挫 している。過去のODA方 式

では開発費用が高いため,5t/haの 収量を得て も経済的に成 り

立たない。大規模灌概,現 在主流の小規模灌概方式 もこの問題

を解決で きていない。本報では,研 究 ・開発 ・普及 を一体化 し

農民たちの自立的活動 を基本 とす る,3000～4000ド ル/haの 開

発費 で,3～5t/haの 収量 を実現で きるエ コテクノロジー型の

新 たな谷地 田水田開発方式(谷 地田農法)を 提案 した。

(農土誌70-11,pp.33～38,2002)

キーワー ド 谷地田農法,水 田仮説,エ コテクノロジー型開発,谷 地

田水 田開発,西 アフリカ,参 加型開発,内 陸小低地,陸

稲栽培

8.サ ヘル地域砂漠化 防止対策技術集について

奥平 浩

緑資源公 団は,農 林水産省 の補助金調査 として,西 アフリカ

のサヘル地域の砂漠化防止に資す るために,ニ ジェール国を中

心 にマ リ国,ブ ルキナ ・ファソ国において1985年 度か ら2000

年度 までに砂漠化 防止のための技術 を確立するため3件 の調査

を実施 した。 これらの調査 を通 じて得 たサヘル地域の砂漠化防

止事業実施に必要 な技術,知 見,ノ ウハ ウ等を 「サヘル地域砂

漠化防止対策技術集」 としてとりまとめた。(1)計画策定,(2)住

民組織育成,(3)水 資源開発,(4)水 資源利用,(5)農地 保全,(6)農

業,(7)牧 畜,(8)植 林の8編 のマニュアルか らなる,こ の技術集

の丙容 を紹介す る。

(農土誌70-11,pp.39～42,2002)

キーワード 砂漠化,西 アフリカ,サ ヘル地域,農 牧林業開発,農 村

開発,地 球環境保全

9.ア フリカのサヘル地帯 における気象特性 と持続的な灌瀧計画

山本 太平 ・アムメンサ フレドリック・藤巻 晴行 ・宇都宮 淳

本研究ではアフリカのサヘル地帯における持続的 な灌瀧計画

の確立 を目的にす る。 まずサヘル地帯の うち,5カ 所の乾燥地

を取上 げ,灌 概計画に必要 な二,三 の気象特性 について検討 し

た。 降水量の確率計算か ら平年では作物生育 に比較的恵 まれた

降水 条件 を有 するが,干 ばつ年 にお ける降水 量の減少 が著 し

い。次 に降雨の集水 タンクを有す る小規模マ イクロ灌瀧 システ

ムについて提案 した。 降雨量,降 雨の集水量,灌 概面積,灌 概

効率,作 物 の蒸発散量,純 灌概水量等を考慮 した計算モデルを

用 いて検討 した。初期満水状態の タンク水量が枯渇 しない適正

エ プロン面積は,タ ンクの容量が1000m3の 場合250～1100m2

程 度 を示 し,Perkera>Accra>Tamale>Kumasi>Torodiの 順

位になった。 さらに降雨量 の多い地域 ほどマイクロ灌概方式 に

よる水源水量の節減効果がみられた。

農 土誌70-11,pp.43～46,2002)

キーワード ウォーターハーベスト,小 規模 灌 概 システム,マ イクロ灌概,

エプロン面積,タ ンク容積,ケ ニア,ガ ーナ,ニ ジェール

10.タ ンザニア国における貧困削減のための参加型農村開発

平田 四郎 ・仲 田 茂 ・羽石 祐介 ・岩崎 敬子

タンザニ ア国 コース ト州貧 困農家小規模 園芸 開発実証調査

は,JICAの 開発調 査 と して,2001年1月 か ら2004年3月 ま

での予定 で始 まり,現 在に至 っている。本調査の基本姿勢は,

「自立発展性があ り継続性 のある事業を開発する」 ことである。

この ような事業 とす るためには,住 民並 びに行政府職員のエ ン

パ ワーメン ト(能 力お よび意識の向上)と 自主性 の開発が最 も

重要であると判 断し,事 業 を参加型 で実施検証す る中でこれら

の試みを実施 してきた。その結果,コ ミュニティー と行政 の間

のパイプが太 くな り,社 会資本の強化がなされてきている。本

報は,現 在までの本調査 の実施過程(プ ロセス)お よび判明 し

た問題点 を述べた ものであ る。

農 土誌70-11,pp.47～50,2002)

キーヴード 参加 型 開発,グ ル ー プ化 の促 進,キ ャパ シテ ィー ビル

デ ィング,構 造貧 困,イ ンプ ッ トク レジ ッ ト


